
利益計画の基本と応用（下）

伊波盛 伸

前号（第７巻第１号）まで

１経営方針と計画

２利益計画

３資金計画

４費用・収益適合率

５資本の運用効率の分析

６利益計画のための利益図表

７資本利益率にもとずく利益計画の

手法

本号

８資金計画表

９資金計画の分析

１ｏ利益計画と企業の健全性

１１費用・収益適合率と利益計画

資金計画表8．

資金計画表は、利益計画と関連させて作成する。利益計画が適切に樹立され

ていたとしても、資金の調達と運用が円滑さを欠くようならば、利益計画の実

現達成ができないことになってくる。このために利益計画期間に予定される資

金の調達源泉とその使途について主要項目別にした資金計画表を作成する必要

がある。次に２種の例を示すことにする。

－４３－



第１１表（ａ）資金計画表（原案）

(半期）

資金の源泉

見積利益金…………………………..………….……………………7,690(万円）
現金支出を伴わない費用

減価償却費………………….…･……･……………2,210伍円）
貸倒引当金・価格変動準備金………………………650２，８６０

出資金．長期貸付金回収………………………………………………５０

長期借入金の増加……………………･…･……………………･……5,000

資金の源泉合計…………………………･……･……･…１５，６００

資金の使途

固定資産の取得…………………………………………7,400

出資．投資…………………………………･…･･…………１５０

社債返還……………………………..……･………………１００

税金支払.…………..……………………………………7,000

配当金支払………………………………………………1,500

役員賞与・交際費.…･…･…………………………………５０

長期借入金の返済…………･……………………．．……2,500

資金の使途合計.……………………･……･…………………１８７００
－＿

差引運転資本の減少見積額……….．…･…･…………..……（３，１００）

運転資本減少の原因

受取手形ならびに売掛金の増加･…･…･………………6,100

棚卸資産の増加…………………………………………6,050

その他流動資産減少………･…………･…･……………（４５０）

流動資産の増加..……………….…………………………１１，７００
支払手形ならびに買掛金の増加…………………………３００

借入金の増加…………･…..…………………………13,150

支払勘定および未払金の増加………･……･………･……１５０

引当金の増加.…………･….……………………………1,200

流動負債の増加………………………………………………１４，８００
運転資本の減少…………..……….…………………………（3,1000）

－４４－



第１１表（ｂ）資金計画表（原案）

固定資金計画表（半期）

、，額(刀９ 、，額(刀削

１５６００

運転資金計画表（半期）

金額(万9１ 、，額(万剛

８．５５０

－４５－

源泉 使途

科目 金額(万９ 科目 金額(万⑩

Ｌ見積利益金

2．

３．

４．

減価償却費

貸倒引当金

価格変動準備金

（１～４）小 計

5．新株発行

6． 社債発行

7．長期借入金

8．出資金・長期貸付金

￣（回収）
合計

７

２

0 6９０

２１０

１００

５５０

1０，５５０

0

0

5,000

５０

1５，６００

1．

２．

３．

税金

配当金

役員賞与・交際費

（１～３）小計

４固定資産

５．出資投資

６．社債償還

7． 長期借入金返済

一一_
合計

資金過不足

０
０

０
０
０
５

９
７

７
１

０５

８

７

２

6

0

5５０

４００

１５０

１００

５００

1８

－３

◆

，

7００

１００

源泉 使途

科目 金額(万０ 科目 金額(万０

1．

２．

3．

４．

５．

６．

７．

8．

固定資金過不足

期首現金預金

支払手形.増減

買掛金増減

未払金増減

従業員預り金増減

引当金増減

短期借入金増減

合計

－３

1０

1００

０００

3００

５０

１ ,

2００

２００

8．５５０

1．

２．

３．

４

受取手形増減

亮掛金増減

有価証券増減

短期貸付金増減

5．前渡金増減

６棚卸資産

7．

製品増減

仕掛品増減

原材料増減

期末現金預金

￣
合計

資金過不足

－２

３

，

，

600

５００

５０

－５００

6,000

5０

10,000

０
０

０
５

７
１

９
９

１
３
２
１



第１２表（ａ）資金計画表（修正）

（半期）

資金の源泉

見積利益金…………………………………………………………10,000(万円）
現金支出を伴わない費用

減価償却費………………………………………2,20007円）
貸倒引当金・価格変動準備金……………………350２，５５０

出資金・長期貸付金回収……………………………･…･……･………５０
長期借入金の増加………………………………･……･…･…………5,000

資金の源泉合計…………………………………･………･…・１７，６００

資金の使途

固定資産の取得…………………………………………6,200
出資．投資……………………………………………..…･100

社債償還.…..………………………………………………１００

税金支払….….….………………………………………7,000

配当金支払………………………………………………1,500
役員賞与・交際費………….…..…………………………５０

長期借入金の返済………………………………………2,500

資金の使途合計….…………..…………………･………..…１７，４５０
差引運転資本の増加見積額……………..…………･………………１５０

運転資本増加の原因

現金預金の減少..…….…….……..……………………1,750

受取手形ならびに売掛金の増加………………………4,500

棚卸資産の増加.…….……………･……………………3,050
その他流動資産の減少……………･…･…………………500

流動資産の増加………………………………………………5,300
支払手形ならびに買掛金の増加…………………………８００

借入金の増加………..……….……..…………･………3,000
支払勘定および未払金の増加…………､………･………･’５０

引当金の増加.……….……………………………･……1,200

流動負債の増加…………….………･…………･………………5,150
運転資本の増加………………………………………･…･………･１５０

－４６－



第１２表（ｂ）修正資金計画表

固定資金計画表（半期）

１７６００

運転資金計画表（半期）

－４７－

源泉 使途

科目 金額(万腐り 科目 金額(万R）

1．見積利益金

2．

３．

４．

減価償却費

貸倒引当金

価格変動準備金

（ １～４ )ﾉＩ 、 計

5．新株発行

６．社債発行

7．

８．

長期借入金

出資金・長期貸付金

一一一（回収）
合計

1０．０００

２ ２００

１００

２５０

1２，５５０

０

０

5,000

５０

1７，６００

1．

２．

税金

配当金

3．役員賞与・交際費

４

５．

６．

７．

（１～３）。、 計

固定資産

出資投資

社債償還

長期借入金返済

合計

資金過不足

０
０
０
０
０
５

，
０

７
１

０５

０
０
０
０
０

５
０
０
０
０

５
２
１
１
５

Ｑ
９

９

８
６

２

1７ ？ 4５０

１５０

源泉 使途

科目 金額(万P） 科目 金額(万０

1．固定資金過不足

２． 期首現金預金

3．支払手形増減

4． 買掛金増減

5．未払金増減

6．従業員預り金増減

7．引当金増減

8．短期借入金増減

￣－－
合計

０
０

０
０
０
０
０

０

５
０

０
０
５
０
０

０

１
０

５
３

２
２

０

０
０
，

０１

１
３

1５．３００

１．

２．

３．

４．

５．

６．

7．

受取手形増減

売掛金増減

有価証券増減

短期貸付金増減

前渡金増減

棚卸資産

製品増減

仕掛品増減

原材料増減

期末現金預金

合計

０
０
０
０
０

０
０
０
０

０
０
５
５
０

０
５
０
５

０
５

５
０

０
２

Ｆ
，

，
０
百
０

２
２

４
１
８

1５，３００



第１３表見積
(原案）

－４８－

損益予算 資金予算
科 目 金額(wq） 科 目 金額(ｶﾞﾄﾞｩ

売上予

総原

売上利

営業外損

純利

80,000

6８．７６０

1１，２４０

3，５００

7，６９０

決算資金とは税金、配当、賞与で
ある

収入の部

(回収）

資金イ｜

その他収ス

支出の部

計

運転資金

決 算資金

固定資産・出資投資
その 他

借入金返済（長期）

社債償還

計

新規借入金（長期）

再計資金不足

(76,500）

7３ ９００

８５０

7４，７５０

７１

１１

７

２

，

６００

１００

５５０

５０

５００

１００

9２，９００

5,000

1３，１５０



損益計算書

（修正決定）

－４９－

損益予算 資金予算

科目 金額(刺 科目 金額(万'０

売上予想

総原価

売上利益

営業外損益

純利益

０
０
０
０ ０

０
０
０
０
０

７
７
０
０
０

９
９

９
９

９

２
９
３
３
０

８
６
１
１

収入の部

(回収）

資金化

その他収入

支出の部

計

運転資金

決算資金

固定資産・出資投資

その他

借入金返済（長期）

社債償還

計

新規借入金（長期）

再計資金不足

短期借入金増

手許金減

ｊ０
０
０

０
０
０
０
０
０
０

０
０

０
０
０

０
０
０

０
０
０
０
５
０
０

５
０

５
０
５

２
２
９

１
８
１
３

５
１

８
０

７
０
７

９
０

０

０
８
８
７

く

９７

９
□

０
９
９

８
１
６

２
８

６
１

８

０
，

５
４

９

３
、

１



第１４表見積損益計

(1)固定資金計画

（ｲ）自己資金による固定資産取得計画の圧縮

（ﾛ）出資、投資の縮少

（'）利益増加

２，７００（売上増加）－９５０（原価増加）

(2)運転資金計画

（ｲ）売上増加による製品在庫の減少（(1)の(ﾊ)ｂ）…………………………

（ﾛ）原材料手持の減少……………………………………………･………..…

（ﾊ）売掛金回収増加…………………………………………………………･釦

（二）受取手形割引枠の拡張…………………..…･……………………………

（ﾎ）手持有価証券の売却………………………………………………………

（ﾍ）支払手形の増加…………………………………………………･…･…･…

原案資金不足修正計画による捻出額

１３，１５０８．１５０＝５，０００万円（修正後の不足額）

◎手許金の活用により短期借入金増加限度を3,000万円とする

（１）借入金増加限度減少による利息減少

（２）手許金減少

◎利益増加（ｲ）(1)の(ﾊ)……………………….…..……………2,000万円

（ﾛ）固定資産取得の圧縮による減価償却減…………’0万円

（ﾊ）棚卸資産残高減少による価格変動準備金減．.…300万円

計２，３１０万円

－５０－



算修正点説明表

原案

2,400万円

１５０万円

修正計画による捻出額

１，２００万円

５０万円

× ’／2

100万円 とするを

※１

１，７５０＋２５０＝１，７５０万円 2,000万円

計3,000＋２５０＝３，２５０万円

修正後
（6,000-2,000＝4,000万円）･……･……･…2,000

…………………..････………･…･…･…………･･･1,000

（3,500-1,000＝２，５００万円）………………1,000

（２，６００－６００＝2,000万円）…………………６００

………………･…･……･………………………………５０

…………･…．｡……..………･……………..…･……５００

計５，１５０＋１，７５０

合計８．１５０＋2,000

６，９００万円

10,150万円

(利益増加） ２５０※１

１，７５０※２

再計１０，１５０万円（捻出額）

3,000万円（新規借入増加額限度）

(13,150万円）

－５１－



第１５表見積

１６９９０ ２０６８１５

－５２－

摘要 前期末
原案

増減 期末見積

借方

流動資産

現金預金

受取手形

売掛金

有価証 券

受取勘定

製品

仕掛品

原材料

固定資産および投資

貸方

計

合計

流動負債

／

支払手形

貢掛金

短期借入金

未払金

未払勘定

引当金

固定負債

計

社債

長期借入金

資本金

剰余金

未処分利益剰余金

合計

ｊ

円万
（
Ｕ
（
Ｕ
ｎ
Ｕ
Ｐ
ｂ
〈
Ｕ
、
）
０
〉
ｎ
〉

く
０
０
０
５
０
５
５
４

０
０
０
１
１
５
５
３

０
９
９
９
ｊ
９
０
０

０
３
３
５
９
２
１
７

１
１

１
６

1２１

6８ ●

6９５

１３０

５
０
０
０
５
０
０

２
５
４
０
６
７
０

８
５
０
０
１
６
５

９
９
９
０

９
０

９
７
７
０

４
７

８
１

２
１

５
０
０
０
０
０

２
０
０
０
０
０

９
０
０
０
７
２

９
０
０
１
９
日

６
０
５
０
４
３

５
１
１
３
６
１

1８９．８２５

』

円万
、
）
、
）

〈
Ｕ
、
）
ｎ
Ｕ

く
０
０

５
０
５

６
５

４
０

９
夕

、

２
３

６

1１

５

，

９

7００

２９０

０
０
０
０
０
０

９
０
５
５
０
５

９
３
１

２
８

９
Ｐ

０

６
３

１

１
１

1５，４５０

1００

2，５００

－８６０

1６．９９０

１

円万
〈
Ｕ
〈
Ｕ
０
》
Ｐ
、
、
）
、
〉
ｎ
〉
〈
Ｕ

く
０
０
０
５
５
５
０
４

０
６
５
１
６
５
６
３

０
９
、
０
●
□
９
９

０
５
６
５
８
８
１
７

１
１

１
６

1３３

7３

3９５

４２０

５
０
０
０
０
０
０

１
５
４
５
１
７
５

８
５
３
１
１
８
３

９
０
９
，

，
１

６
７
７
３

４
９

０
２

２

２

５
０
０
０
０
０

７
０
０
０
５
９

３
９
５
０
３
６

９
９
０
０
９
９

２
９
７
０
９
７

７
１
３
６

Ｉ

２０６．８１５



貸借対照表

(備老）

未処分利益剰余金

当予算期間中に掛ろ増減

原案

当期支払予定税金配当
当期見積利益金

および役員賞与、交際費

7,690万円－８．５５０万円

＝８６０万円

修正決定

10,000万円－８．５５０万円

＝1,450万円

なお前期末未処分利益剰余金より当期中支

出予定の税金、配当および役員賞与、交際

費を控除した残額は剰余金に計上した。
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修正決定
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第１６表月別
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資金予算表
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第11表(a)は、計画期間における業務活動と資金の動きとの関連をみることに

よって、企業の財務構造を維持することを目的としていろ。ここでは、計画期
間内に予定されている資金の調達源泉と、その使途とによって運転資本の増減
額を算出するとともに、さらにこの運転資本の増減についての原因についても
あきらかにする。資金計画表の作成には、種々その形式がある。

さらに資本的支出に対して、長期の安定した資金を充当する必要があるため

に、固定資金計画表運転資金計画表（第11表(b)）を区分して作成することが有
効である。固定資金計画表に示されている税金・配当金および役員賞与・交際
費は、いずれも前期の利益に対して当期にその利益が予定されているものであ

る。また運転資金計画表では、棚卸資産に含まれている原材料は、その種類・
'性質によっても異なってくるが、必要に応じて適当な科目によって表示するこ
とが生じてくる。

月別資金表（第16表）は、これら資金表にもとづいて、各月の現金収入と現
金支出との時間的調整を企ろために作成する。それは月次資金の過不足に対す
る借入金および支出計画を明確にするための資金繰表を意味している。したが

って、収入の部の手形割引は、受取手形の割引手形の予定額であって、受取手
形の手持分を計上しているのではない。しかし受取手形の期日取立分は計上し

ている。さらに支店の部の手形支払は、その振出額を計上する。これは手形の

振出額とその決済額とが、ほぼ一致するように計画するためである。仮に、現
金支払（小切手を含む）のみの支払方法がとられている場合、この支払手形の
振出、決済の項目は不要となる。

第11表の(a)、（b)は、ともにある企業の資金計画の原案である。この原案によ

れば13,150万円の資金不足があきらかとなっている。そこで、この原案は、第

12表(a)(b)のように修正決定され、それにもとずいて第13表のような見積損益計

算書が作成されてきた。この修正の内容を示したものが、第14表の修正説明表
である。

第15表は、見積貸借対照表の原案と修正決定したものとを対照して示したも
のである。

－５６－



9．資金計画の分析

ａで示した資金計画の修正をさらに詳細に分析検討する方法を次のように述

べることにする。ａの資金計画表の原案は、第13表によれば、

売上予想80,000(万円）

総原価６８，７６０

売上利益

営業外損益

１１，２４０

－３，５５０

純利益7,690(万円）

である。またこの原案にもとづいて、月別の売上予想ならびに、これに対応す

る月別総費用見積を作成すると第17表の通りである。これは、売上高と費用と

を月別に独立した形で計算して対応せしめたものである。

第'7表月別見積損益計算書（原案）（単位万円）
４月５月６月

■

■■■

８月

純損益

油総費用の見積は個別費用の内訳、内容の記載が必要である。

しかしながら、この見積損益計算によって資金予算を計算してみろと、新規

借入金として5,000万円を計画加算したとしても、なお１３，１５０万円の資金不

足となることがわかった。そこで売上高予想の修正と、これによって損益計算

の再修正をする一方、資金予算をも再検討する必要が生じろ。

そのためには、まず月別計算が適正なものかどうかを検討するために第17表

の月別損益予算から、収益、費用対応表を作成してみろ。それが、第13図であ

る。

この第13図を見れば、収益、費用の対応関係が不規則である。これは予想収

益とこれに対応する費用とが単に個別に計算された結果によるものなのである。

－５７－

摘要 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７月 ８月 ９月 計
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総費用見積
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第１3図収益、費用対応図表（原案）売上高(千万円）

そこで利益図表を管理用具として活用し、計画利益を想定してから計画費用を

設定することにしなければならない。よってこの企業の実績からあらかじめ求
められうる総費用線での方程式は、

Ｃ＝２．５９８＋ｏ､６９０５ｓ（単位万円）

となる。そのために、予想売上高に対応すべき各月の総費用を逆算的に計算す
ることになる。

しかしながら、これより以前に適正な利益計画からみて売上予想の適否をみ

ることが必要である。それには、総資本利益率を判定する基準となってくるの
である。

そこでこの企業の利益図表（第14図）と資本図表（第15図）とを過去の実績
にもとずいて求め、これから次の諸数値を計算する。

固定費（Ｆ）３１，１８０万円

変動費率（Ｖ）６９０６％

損益分岐点（Ｓｏ）１０７６０万円

固定的資本（Ｆａ）．９６，５００万円

変動的資本率（Ｗ）５１．５５％

資本回収点（Ｒｏ）１９９．１７０万円
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したがって、この企業の属する業種としての正常経営状態での総資本利益率

を１１．ｏ％とみたして、この計画達成点の売上高を公式から求めろ（この公式

は、第１４表参照）。

Ｅ＋Ｆｄ×ｒ３１，１８０＋９６，５００×'ｏ､１１０
Ｔ＝＝１６５，４００

１－Ｖ－ｒｗｌ－０．６９０６－０．１１０×０．５１５５

すなわち、求める半期売上高は８７，７００万円であることがわかる。したがって、

Ｃ＝３１，１８０＋０６９０６×１６５，４００＝１４５，４００（年間）

１｜｜

屈二（う

１ｌｌ

Ｐ
ｌ
Ｓ

１４５，４００
－０．１２１

１６５，４００

１６５，４００肌
Ｗ
＋

Ｓ
ｌ
Ｒ 0．９１０

９６，５００＋０．５１５５×１６５，４００

ただし

Ｃ＝総費用Ｐ＝利益Ｓ＝売上高Ｒ＝資本

したがって計算上は

半期間の売上計画８２，７００万円

半期間の総費用７２，７００〃

半期間の利益10,ＯＣＣ〃

売上利益率１２１％

総資本回転率０．９１０回

総資本利益率１１０％

なるはずである。

そこで修正損益予算は

売上計画８２，７００万円

総原価６９，７００万円

売上利益１３，０００

営業外損益-3,000

純利益１０，ＯＣＣ万円

となった。よってここに修正半期売上予想額８２，７００万円を月別に分割してみ

ろ。修正計画は、第17表の原案から半期計で２，７００万円を増加していろ。計画

－６０－



者は、４月と６月に１，７００万円と1,000万円を増加できうると考えた。と同時

に第14図の利益図表にみたものから月間単位の総費用方程式から、各月の売上

高に見合う適正な総費用を計算し、月別の売上予想を修正すると同時に、適正

な予定利益を期待しての対応費用を計算してみろ。

これが第18表である。第16図は、これをグラフ化したものである。この修正

は単に量的な生産性向上をもって目的が達成できろと推定されたものであって、

総費用線そのものの位置づけを変革して行なう質的な生産性向上に関するもの

まで検討していない。この点は、おことわりしておく。

第'8表月別見積損益計算書（修正）（単位万円）

適“月｜月’@月

純損益Ⅲ3001］閃｡］`６，エア8｡Ⅲ900Ⅱ830
油※印添付の数値は原案のままのものであり、無印は修正または新しく算

定されて原案と一致してねいものである。

１６０（
千
万
円
）
費
用

５
０
５
．
０
５
０
５
０
５
０

５
５
４
４
３
３
２
２
１
１

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

１１５１２．０１２５１３０１３．５１４．０１４５１５.015.516.0

売上高（千万円）

第16図利益図表（月間計算）

－６１－

適用 ４月 ５ 月 ６ 月 ７月 ８月 ９月 計

売上予想

総費用見積

０
０
０
０

６
３

９
９

２
１
１
１

０
０
５
２

６
０

９
０

３
２

１
１

※

1３，４５０

１１，８９０

※
1４，１５０

１２．３７０

※
1４，５５０

１２．６５０

※
1４，３００

１２，４７０

０
０
０
０

７
７

Ｆ
０

２
２
８
７

純損益 1．３００ 1．６３０ 1．５６０ 1．７８０ 1，９００ 1．８３０ 10,000



ここにおいて資金予算をつぎのように修正作成する。

売上高８２，７００万円

回収８０，２００万円

（回収率９７．０％）

資金化７８，２００万円

（資金化率97.5％）

（売上対資金化率９４．６％）

その他収入９００万円

受手残純増2,000万円

支手残純増５００万円

かくして、新規長期借入金5,000万円を調達しえても、尚４，７５０万円の資金

不足となるが、これは短期借入金3,000万円、手持金１，７５０万円でということ

で資金計画が策定された。

次にこれによる月別見積損益を作成する。第19表は月別売上予算と資金予算

との関係から、資金の収支を比較対照したのである。

以上のように、利益計画と合致するような月次資金計画の大綱が設定されて

くるので、第18表の記載項目を第20表のように導ぴいて、これをもとにして予
算統制を行なう。

－６２－



第19表売上、回収、資金化対照表
（単位万円）

－５０－５０１００１００

1０利益計画と企業の健全性

利益計画を立てるには、企業の収益性のみをみることではいけない。むしろ、

企業経営を維持されうるような財務計画にすることが重要なことである。そこ

で健全な財務計画を立案するには、資金計画を通して見積貸借対照表を作って

みろ。そしてこの見積貸借対照表が企業の健全性の原則に合っているかを検討

してみる必要がある。このためには、第表の諸比率を計測してみることであ

－６３－

ji;菫三｣=Ｌ ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７月 ８月 ９ 月 計

売上高 1２．６００ 1３．６５０ 1３．４５０ 1４．１５０ 1４．５５０ 1４．３００ 8２．７００

回

収

営

業
､岸、

現金

手形
巴シ､￣

入計

雑収入

計

１

1１

,

，

4５０

５００

1２．９５０

1００

1３，０５０

１

1０

，

，

２５０

９００

1２．１５０

１５０

1２．３００

１

1２

6５０

０００

1３．６５０

３５０

14.000

１

1１

, 4５０

５００

1２．９５０

1００

1３．０５０

０
０

５
０
５
２

リ
リ

１
２
１

1３，７５０

1００

1３，８５０

０
０
５
０
５
２

Ｌ
３
１

1４，７５０

1００

1４．８５０

８

7１

，

，

9００

３００

8０．２００

9００

８１．１００

資

金

化

営

業

収

ノ、

現金

取立

|手形割引

計

雑収入

計

０
０
０

５
０
０

４
５
０

１
９
０

１
１
０
１

1２．９５０

1００

1３，０５０

０
０
０

５
０
０

２
５
４

９
０
９

１
１
９

1２．１５０

1５０

1２．３００

1．６５０

1５５００

1０．５００

1３．６５０

３５０

1４，０００

1，４５０

15500

10,000

1２．９５０

1００

１３，０５０

０
０
０

５
０
０

５
５
２

９
０
９

１
１
０
１

1３，２５０

1００

1３．３５０

０
０
０

５
０
０

５
５
２

９
０
０

１
１
０
１

1３，２５０

100

1３，３５０

８

９

6０

０

０

900

０００

３００

7８，２００

900

7９，１００

支払手形

仕手落

０
０

０
５

４
４
９
９

３
３

3，２００

３，２５０

０
０
０
０

５
４

９
９

３
３

０
０

０
０
３
２
９
９

３
３

０
０

０
０

５
５

Ｐ
９

３
３

０
０

０
０

６
２

９
９

３
３

２０，５００

20.000

支手増減 －５０ －５０ 1００ 1００ 0 ４００ 5００



第２０表月別損益

－６４－

摘要 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月
売上 高

亮

上

原

価

|製品倉出価格

般

管

理

及

び

販

売

業

｜人件費

退職手当引当繰入金

旅費
■二

父 通費

荷造発送費

広告宣伝費
_■-

父 際費

その他諸経費

税 金

減価償却費
ﾉLj、 計

元」二原｛曲計

1２，６００

9,680

２７５

５８．５

４７

１７５

２３０

9０

1１６．４

1６．７

1．６

1，０１０

1０，６９０

1３，６５０

1０，４８０

2７５

５８．３

4９

１９０

２１０

１００

1２９．４

1６．７

1．６

1,030

1１，５１０

1３．４５０

1０，３３０

２７５

5８．３

４８

１８７

２１０

9５

1２８．３

1６．７

1．７

1．０２０

1．９１０ 2．１４０ 2．１００

製

造

勘

定

製

造

原

価

製品倉入価格

材料費

人件費

退職手当引当繰入金

その他諸経費

税金

減価債却費

副産物

仕掛品

壁＆垣原価計

袈迫損益

1０．８６０

７

２

２０２

０１９

２４０

８６０

３７０

３６５

－６０

－６

1０，９９０

－１３０

1１．２８０

０
７

５
５

３
１

０
）
●

７
２

０
０
０
５
５

４
６
７
６
６

２
８
３
３
．

７

１１，２７０

1０

1１，２５０

7，３４０

２ １４７

２４０

８６０

３７０

３６５

－６５

‐７

1１．２５０

0

営業損益 1，７８０ 2．１５０ 2，１００額
子
費

差
利
経

支収
払
殊

雑
支
持

計日毒

営
業
外
損
益

1０

4００

９０

－４８０

2０

5００

４０

－５２０

6０

5００

１００

５４０

純損益 1．３００ 1．６３０ 1５６０



計算表（修正） (単位万円）

－６５－

７月 ８月 ９ 月 計

1４，１５０ 1４，５５０ 1４，３００ 8２，７００

1０，８６０ 1１．１７０ 1０，９８０ 6３，５００

３
３
７
７

●
●
●
●

５
８
１
７
０
０
０
６
１

７
５
５
９
０
０
４
１

２
１
２
１
１

４
３
６
７

●
●
●
■

５
８
３
２
０
０
３
６
１

７
５
５
０
９
１
４
１

２
２
１
１
１

２７５

５８．４

5２

１９９

２００

１０５

1４２．３

1６．６

1．７

１

１

１

，

,

6５０

３５０

３００

１５０

２４０

６００

８００

１００

1０

1．０４０ 1，０５０ 1．０５０ 6，２００

1１．９００ 1２，２２０ 1２，０３０ 6９．７００

2，２５０ 2，３３０ 2，２７０ 13.000

1１．２８０ 1１，４００ 1１，４３０ 6７．５００

７

２

，

，

3５０

１５７

２４０

８６０

３７０

３６５

－６５

－７

５
０
０
０
０
５
０
０

２
８
３
７
６
６
７
１

４
１
２
８
３
３
’
一

９
，

７
２

３
０
３
９

４
１

０
０

７
２

０
０

３
８
２
８

０
５
５
３

６
６
７
１

３
３
｜
’

０
０
０
０
０
０

０
５
２
９
０
９

１
８
４
１
２
１

９
７
９
９
？
，

４
２
１
５
２
２

４
１

０
０

０
５

４
．

1１，２７０ 1１．３５０ 1１．３７０ 6７，５００

1０ ５０ ６０ ０

2．２６０ 2，３８０ 2．３３０ 13.000

1０

４５０

4０

4０

５００

２０

０
０
０

６
０
６

５

２ ，

2００

８５０

３５０

－４８０ －４８０ －５００ －３，０００

1．７８０ 1．９００ 1．８３０ 10,000



ろ。

これらの諸比率の目安というものは、業界・業種といったものや全般的な景

気動向というものによって異なるため、一律に示すことができない、一般的に

いって健全な会社の財務状況は、おおよそ第表の一般的目標以上（又は以下）

を示しているべきである。これらの比率のうち、流動比率200％、当座比率

100％以上ということは、現金又は容易に現金化できうる流割資産が、返済し

なければならない短期の流動負債よりも多くという意味である。又、売上債権

対仕入債務比率の示すものは、仕入債務の支払担保は売上債権であるので100

％以上が要求されてくる。

さらに仕入債務は棚卸資産がその限度であり、棚卸資産は正味運転資本（流

動資産マイナス流動負債）がその限度を示すことから、これらの比率は、１００

％を超えていなければならない。

固定比率が100％以下であることは、固定資産の調達は自己資本の範囲内で

行うべきであるという考えで、それ以上になると運転資金が圧迫されることに

なる。しかし、固定資産の調達資金源が社債および長期借入金である場合はよ

い。そこで固定長期適合率の算出が必要となってくる。これらの比率が100％

を超過する場合、固定資産に対する過大投資ということになり注意しなければ

ならない。

他人資本は、自己資本より超過させない方針が、いわゆる健全経営の基本と

なる。したがって負債比率は１００％以下が理想的である。仮に負債比率が100

％以上の場合、せめて流動負債比率は100％以下でなければ、企業経営を危険

に導びくことになってくる。

要するに、第21表(1)の諸比率は、企業の短期的な支払能力を示す主要な比率

である。（、の諸比率は、長期的にみた資本の健全性を示すものであり、また⑩

の比率は、さらに企業の全般的資本構成を検討するためのものである。したが

って企業の利益計画を策定するには、期末の見積対照表から財務計画の健全性

を前記比率の算出によって検討することが必要となる。

不健全な比率が出た場合、その計画は修正しなければならない。

－６６－



第21表企業財務の健全性測定のための経営比率

－６７－

番号 比率の名称算式 一般目標

Ｉ

ａ 流動比率

ｂ当座比率

Ｃ

．

ｅ

流動資産
×１００

流動負債

当座資産
×１００

流動負償

売上債権対受取手形十売掛金
×１００

仕入債務比率支払手形十買掛金

仕入債務対支払手形十買掛金
￣

￣

棚卸資産比率棚卸資産

棚卸資産対 棚卸資産

正味運転資本正味運転資本

×１００

×１００

２００％以上

１００％以上

ｌｏｏ％以上

100％以下

１００％以下

Ⅱ

ａ

ｂ

固定比率
－

－

固定資産

自己資本（資本）

固定長期固定資産
￣

￣

×１００

適合率自己資本+社債十長期借入金
×１００

10ｏ％以下

少くとも

１００％以下

Ⅲ

ａ

Ｐの

負債比率
－

－

ｂ流動負債比率＝

負債（他人資本）

自己資本（資本）

流動負債

自己資本（資本）

×１００

×１００

100％以下

少くとも

１００％以下



第皿表

８であげた第15表の見積貸借対照表について各種の経営比率を算出したもの

が第22表である｡これは､財務計画を健全性の点検という点からみたものである。

この会社の見積貸借対照表から算出しえた諸比率を見ろと、この会社の財

務の健全性は利益計画を策定するために支障がないことがわかる。すなわち流

動比率２０３％、固定比率６６％、固定長期適合率５３％、負債比率８２％、流動

負債比率５７％で、いずれも目標値からみて優良といえる。又、支払能力は十

分なものといえる。ただ注意すべきことは、棚卸資産に対する過大投資の傾向

がみられることである。当座比率は、６８％、仕入債務対棚卸比率が、１８％と

きわめて目標数値からみて良好なのであるが、棚卸資産正味運転資本比率は、

１３１％というのが気がかりである。そのためには、棚卸資産を減少せしめるよ

うにしなければならない。
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番号 比率の名称 前期末（実績） 期末見積（修正）

１ 流動比率
２１，６９５

５６，９２５
＝２１４％

１２６，９９５

６２，４２５
＝２０３％

２ 当座比率
４０，２５５
－￣

５６，９２５
７１％ ４２，５０こ＿

６２，４２５
６８％

３ 売上債権対
仕入債務比率

１６，０００

１４，５９０
＝１１ｏ％

２０，５００

１５，３９０
＝１３３％

４
仕入債務対
棚卸資産比率

14,590-
８１，４４０

１８％
１５，３９０

８４，４９０
＝１８％

５ 対
比率

８１，４４０

６４，７７０
＝１２６％

８４，４９０

６４，５７０
＝１３１％

６ 固定比率
６８，１３０

１０７，９００
＝６３％

７２，１８０

１０９，３５０
＝６６％

７ 固定長期適合率
６８，１３０

１３２，９００
＝５１％

７２，１８０

１３６，７５０
＝５３％

８ 負債比率
８１，９２５

１０７，９００
＝７６％

８９．８２５

１０９，３５０
＝８２％

９ 流動負債比率
５６，９２５
－－－

１０７，９００
５３％

６２，４２５
－ニニニニ

１０９，３５０
５７％



1１費用・収益適合率と利益計画

企業の資本はたえず循環しており、しかもこの循環は企業内に封鎖されたも

のではなく、常に外部との間に交流が行なわれていることである。このように

して企業の資本の循環は、あたかも一本の管として流れることに想定してみる

ことができる。これを模型化したものが第図である。これによって、企業の

再生産循環プロセスに対する概念が得られる。

'施設費

／

配当令夛

経営進展

、
鰻'零

技

前短施
受期設
金借費

入

金

第図資本循環図

現実の企業経営においては、適切な利益の確保が重要なことである。それは、

利益の確保によって、企業の投資家へこの中から配当として分配されうるから

である。妥当な配当ができえない企業は、企業経営の意義の重大な部分を無視

していろといわなければならない。

妥当な配当は、企業の主要目的であるが、むしろ配当することによって企業

内の資金が企業外に支出され、そのために経営活動により以上の積極性が与え
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られろ。このことを度外視することは、現実的な企業の経営といえないことに

なる。「妥当な配当」という場合、「妥当な」ということに意味がある。つま

り、配当をするにしても、企業経営が不健全化しないことを前提にして、これ

を限度として考えねばならない。このような考えは他にもあるが、少なくとも

前期の収益の金額を次期に充当する、すなわち費用としないような状態を想定

すべきである。これは、費用、収益適合率が’より小さい状態を意味する。

しかしながら、費用・収益適合率が’より小であっても、企業経営の健全性

が維持できうる場合もあり、また維持できない場合もあるところに問題がある。

すなわち、’または’より大なる場合は別問題としても、’より小なる場合に

は、その状態がどのような度合なのか、またいかなる原因によるものかを明確

にしておくことが重要なことである。

例えば、前期６０，０００万円の売上高で6,000万円の利益をあげている企業が

ある場合、この利益のうち4,000万円を配当として（配当を含めて）企業外に

支出したならば、たとえこれまでに社内担保分として３，０００万円があったとし

ても、特別に資金を調達しない限り、この企業は縮少再生産にならざるをえな

いし、ついには不採算経営に陥ることにもなりかねない。

前期の収益から、どれくらいを当期に充当させなければならないかが、問題

となる。このことは、売上利益率だけでなく、費用・収益率を考慮しなければ

ならないことになってくる。この関係を利益図表に示すと以下のようになる。
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第20図

これらの図形は正方形として、対角線のＯＡを売上高線、ＣＤを総費用線と

する。したがって線のＯＡは費用、収益適合率の公式中のＳを示すことになり、

線ＣＤはこの式のＣを示す。そして第18図(a)(b)は、費用。収益適合率が１よ

り大きい場合であり、第19図(a)(b)はいづれも１の場合、また第20図(a)(b)は、

１より小さいことを示すことになる。いずれも(a)は、発展性をもって拡大生産

に向っているし、（b)は、いずれも消極的な縮少生産になる傾向をあらわしてい
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ろ。

第１８図(b)は、前月の収益は不採算経営のためＳ1だけであるが、しかし特別な
手当てによって当月の充当はそれより増加してＣ２とはなったものの、これだけ

ではＳ２の収益しか期待できない。結局この程度の充当増では収益は逆に減少す
ることになり、不採算化に拍車がかかることになる。

第19図(a)は、前月の収益がＳ１であったところ、採算状態にあったためにその
金額が当月の充当Ｃ２になるためとなり、Ｓ２の収益が可能となった。

第19図(b)は､前月の収益が不採算状態のSしかなかったためその金額を当月
の費用Ｃ２に充当してもＳ,より小さいＳ２の収益しか期待できえない。

第20図(a)は、前月の収益Ｓ,の一部は、当月の費用に充当されていないが､採

算状態にあること、充当額Ｃ２が適切であったために当月の収益としては、Ｓ２
と増加可能を示していろ。

第20図化)は、前月はＳ,の大収益をあげたが、そのうち当月の費用に充当しう

るものは、あまりにも過小のＣ２にすぎないので当月の収益はＳ２に減少するこ
とになる。

このような関係を仮定数値でみれば、次のようにいえろ。

第23表費用・収益適合率と健全性との関係の例解

油この企業の固定費は1,000万円、変動費率は500％を仮定しているもので
あり、ために損益分岐点は2,000万円となる。

－７２－

項目
Ｓ＞１

第18図
(a）

第18図
(b）

Ｓ＝１

第１９図
(a）

第１９図
(b）

Ｓ＜１

第20図
(a）

第20図
(b）

前
月
関
係

前月収益

前月費用

前月損益

１
１
１

Ｓ
ｃ
Ｐ

万円

1，５００

１，７５０

－２５０

万円

Ｌ５００

1，７５０

－２５０

円万
０
０
０

０
０
０

０
５
５

９
Ｐ

３
２

万円

1．５００

1，７５０

－２５０

３

２

,

万円

000

５００

５００

３

２

万円

OＯＯ

５００

５００

費用・収益適合率 Ｓ
２

1．２５ 1．０５ 1.0 1.0 0．９ 0．７５当
月
関
係

当月充当

当月収益見込

当月損益見込

C２

Ｃ２

Ｐ２

１，８７５

Ｌ７５０

－１２５

1，５７５

１，１５０

－４２５

０
０
０

０
０
０

０
０
０

，
９
０

３
４
１

1，５００

1.000

－５００

０
０
０

０
０
０

７
４
７

９
９

２
３

０
０
０

５
０
５

２
５
２

？
９

２
２

増益増減見込
Pb-

P1
1２５ －１７５ 5００ －２５０ ２００ －２５０

批判 健全性 不健全性 健全性 不健全性 健全性 不健全性



要約すれば、現状が同一期間内の収益と費用との対応関係からの損益のみか

らみて、採算経営であるからといって、次期にもなお採算状況が続くであろう

ということが保証されるものではない。そしてまた、現在がたとえ不採算経営

であるとしても、これも次期も又同じように不採算状態から脱却できえないと

いうものでない。これらのことは、企業経営の在り方にかかわってくるもので

ある。

そこで長期計画を樹立するときには、企業の存在する経済環境ならびに企業

内部の経済事情に変化がおこらないことと仮定して、問題を単純化しておいて、

将来の変化を検討する。次に今後発生するかもしれない企業予測からくる変化

を読みとって行くことは、利益計画を策定して行く上で効果的といえる。これ

らの仮定は、費用・収益適合率が数期間継続して一定数値をとるとみてよいと

いうことになるので、第18図から第20図を参考にすることによって、企業経営

上に示唆となるべきものである。

ただし企業経営の健全性への増進や、不健全性への衰退には、固定費と変動

費率とによって規制される企業の性格によって、同一の費用・収益適合率であ

っても異なる結果が生じてくることを留意すべきである。

それは企業の性格とその現状との関係からその健全と不健全との分岐となる

限界が生まれてくるが、その限界値より大なる費用・収益適合率であるならば、

少なくとも健全性を維持することができうることにもなる。

これによって、費用・収益適合率は、資本の循環過程における資産の凍結的

な状態がないのか、あるのかによって、そしてまた資産の調達関係が製造、販

売にどのような影響を与えているのかを、ともに定量的に計測しようとする時

に用いることのできる比率である。そして企業経営の実態には、長い期間には

大きな変動としての波もあれば、また大きな波の上に短期的な細かな波という

関係も生じるものである。そのためにも月々の費用・収益適合率によって、月

々の資産内容の検討を加えることが重要なことの一方で、そのことだけを取り

上げて企業経営の健全性が増加したとか、あるいは失われたということで判断

することは適切ではない。要は、継続して行なわれる企業経営の傾向を検討す

るには、少なくとも半期単位という比較的長期にわたって良否判断をすること
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が多くの場合適切なものである。このような点に、費用・収益適合率について

適用を考慮すべきである。

経営方針の設定と利益計画の策定は、近代的な企業経営の基本をなすもので

あって、これがなければ、経営活動の一貫性と資本効率の増進と生産性の向上

はないことになる。

わが国の企業の資本蓄積は低く、明確な経営方針に欠けるきらいがあり、適

切な利益計画の樹立ができていないことがあった。資本の効率的な運用に関し

ては、経営者のリーダーシップによるところが大きい。経営者の社会的責任と

は、会社を維持し、そして成長させることであり、さらに会社を発展させるこ

とにある。これらのことが、実社会で多少誤解されている面がみられる。

（１９８２．１２．２０）
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